
 

 

 

 

１ 計画策定の目的 

山北町における障害福祉施策は「障害者基本法」に基づいて策定された「山北町障害者計画（第

１次計画）」、「障害者総合支援法」に基づき策定された「山北町障害福祉計画」に沿って、各種事業

や施策を展開してきました。 

今回、２つの計画の見直し時期にあたり、第４次となる「山北町障害者計画」では、引き続き地

域共生社会の実現を目指すとともに、障害のある人に配慮した情報伝達手段の普及や意思疎通支援

の充実等を含むバリアフリーや差別解消・権利擁護の推進に係る施策のより一層の推進を目的とす

る基本計画として策定します。 

また、第７期となる「山北町障害福祉計画」、第３期となる「山北町障害児福祉計画」では、国の

指針に基づいて、これまで整備を進めていた地域の拠点等で機能の充実を図りながら、地域生活へ

の移行を推進するとともに、地域で安心して生活を続けられるよう支援体制の強化に努めます。 

２ 計画の位置づけ 

【「市町村障害者計画」と「市町村障害福祉計画」・「市町村障害児福祉計画」の概要】 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 
令和６年度 

（2024年度） 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（2026年度） 

令和９年度 

（2027年度） 

令和10年度 

（2028年度） 

令和11年度 

（2029年度） 

山北町 

障害者計画 

      

山北町 

障害福祉計画 

      

山北町 

障害児福祉計画 

      

第４次計画 

第７期計画 第８期計画 

第３期計画 第４期計画 

第４次山北町障害者計画 

第７期山北町障害福祉計画・第３期山北町障害児福祉計画 

概要版 

○「障害者基本法」（第11条第３項）に基づく、 

障害のある方に対する施策に関する基本的な

事項を定める基本計画 

○計画期間：中長期（概ね５～10 年程度） 

○多分野にわたる計画 

（広報啓発、相談・情報提供、保健・医療・福祉

サービス、教育、雇用・就業、スポーツ・レク

リエーション・文化活動、バリアフリー・福祉

のまちづくり、防犯・防災対策 等） 

市町村障害者計画 

○「障害者総合支援法」（第88条第１項）に基づく、 

障害福祉サービス等の確保に関する実施計画 

○計画期間：３年を１期とする 

市町村障害福祉計画 

○「児童福祉法」（第33条の20第１項）に基づく、 

障害児支援に係る障害福祉サービスの質の確保・ 

向上を目的とする実施計画 

○計画期間：３年を１期とする 

市町村障害児福祉計画 



４ 計画の策定方法 

障害のある人の日常生活やサービス利用実態及び利用意向等を調査し、障害者計画・障害福祉計

画・障害児福祉計画策定の基礎資料とするため、身体・知的・精神障害のある人とその他住民を対

象に、令和５年（2023年）７月にアンケート調査を実施しました。 

５ 計画の基本理念  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

山北町障害者計画 

①人権の尊重・自立した生活と意思決定の支援 

●障害のある人が特性に応じて選択ができる 

障害福祉サービスの提供 

●障害のある人の差別解消・権利擁護のための 

正しい知識の定着 

●法改正に基づく合理的配慮の提供や 

虐待防止等の周知啓発 

②障害のある人の社会参加の推進 

●障害のある人の社会参加や活動の障壁となるものを 

取り除く（バリアフリー化） 

●生活拠点としての住まいの確保や公共施設の 

バリアフリー化 

●ＩＣＴやデジタル機器等による情報利用のしやすさ 

(情報アクセシビリティ)の向上 

●日中活動の場の拡充を中心に、障害のある人の社会参加や 

住民主体の事業への参画の推進 

③共に生きる社会の実現 

●障害の有無にかかわらずお互いを認め合い、 

個人として尊重するために必要な知識や 

正しい理解の促進 

●障害のある人との交流を通じて障害に対する 

理解を深められる交流機会の拡充や啓発活動の強化 

山北町障害福祉計画 山北町障害児福祉計画 

①障害のある人等の自己決定の尊重と 

意思決定の支援 

●障害のある人等が必要とする障害福祉サービスと 

その他の支援 

●障害のある人等の自己決定を尊重し可能にするための

障害福祉サービスの提供体制の整備 

●障害のある人の自立と社会参加の実現 

②障害の種別・状況によらない 

充実した支援の提供 

●障害種別や特性に応じたサービス提供の充実 

●発達障害や高次脳機能障害、難病患者等を対象とした

給付制度の周知 

③地域生活移行や就労支援等の 

課題に対応したサービス提供体制の整備 

●施設入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の

支援、就労支援等の課題への対応 

●地域資源を活用したサービス提供体制の整備 

④障害のある児童の健やかな 

成長のための切れ目のない支援体制の構築 

●乳幼児期の早期発見から就学中の教育的支援、 

卒業後の地域での生活支援や就労への移行支援まで、

一貫した支援の提供 

●障害児通所支援及び障害児相談支援の整備 



６ 成果目標  

障害福祉計画 

 

福祉施設に入所している障害のある人を対象に、地域移行支援等を利用して地域生活への移行を推進します。

移行者数を数値目標として設定します。 

令和８年度（2026年度）末までの地域生活移行者数 １人 

 
 

長期入院している精神障害のある人の地域生活への移行を推進するため、自立支援協議会を活用し、保健・医

療・福祉関係者による協議の場を設置します。 

 
 

障害のある人の重度化・高齢化に対応できるよう、自立支援協議会を活用し、相談や地域の体制づくり等の機

能を備えた地域生活拠点等を整備します。 

 
 

福祉施設を利用している障害のある人を対象に、就労移行支援等を利用して雇用契約に基づく一般就労への移

行を推進します。移行者数を数値目標として設定します。 

令和８年度（2026年度）における一般就労移行者数（就労移行支援） ３人 

 
 

総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担

う基幹相談支援センターを設置するとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制

を確保します。 

 
 

サービスの質の向上を図るための取組に係る体制を構築します。 

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修への市町村職員の参加人数 ９人 

 

障害児福祉計画 

 

障害児支援のニーズに対応する相談体制を構築し、サービスの拡充を図るほか、サービスの質の確保・向上の

ために、事業所の設置や関係機関が協議する場の確保等について、具体的に数値目標として設定し取組を推進

します。 

児童発達支援センターの設置や、新たな支援体制を確保するための事業所の整備は、町単独では困難なため、

協議の場の設置も含め圏域での対応を検討するため協議を進めていきます。 

 

 

 

  

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

３ 地域生活支援拠点等の整備 

４ 福祉施設から一般就労への移行 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

６ 障害福祉サービス等の質の向上 

１ 障害児支援の提供体制の整備等 



７ サービス提供体制の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次山北町障害者計画 第７期山北町障害福祉計画 第３期山北町障害児福祉計画 

山北町 福祉課 

〒258-0195 神奈川県足柄上郡山北町山北1301番地４ 電話 0465（75）3644・FAX 0465（79）2171 

ＨＰ http://www.town.yamakita.kanagawa.jp/ 

 介護給付  

・居宅介護 ・重度訪問介護 

・同行援護 ・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・短期入所（ショートステイ） 

・生活介護 ・療養介護 

・施設入所支援  

 訓練等給付  

・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

・就労選択支援   ・就労移行支援 

・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

・就労定着支援   ・自立生活援助 

・共同生活援助（グループホーム） 

 自立支援医療  

・更生医療 ・育成医療 

・精神通院医療 

 補装具  

・車椅子等 

自立支援給付 

山 北 町 

◎専門性の高い相談支援 ◎広域的な対応が必要な事業 ◎人材育成 等の支援 

神 奈 川 県 

・計画相談支援 

・地域移行支援、地域定着支援 

相談支援 

 必須事業     任意事業  

・理解促進研修・啓発事業  ・訪問入浴サービス 

・自発的活動支援事業  ・社会参加支援 

・相談支援事業   ・日中一時支援 

・成年後見制度利用支援事業         等 

・成年後見制度法人後見支援事業 

・意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業 

・手話奉仕員養成研修事業 

・移動支援事業 

・地域活動支援センター事業 

地域生活支援事業 

 

障
害
の
あ
る
人 

 障害児通所支援  

・児童発達支援 

・医療型児童発達支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

 障害児相談支援  

・障害児支援利用援助 

・継続障害児支援利用援助 

 

 

 

 

 

 

 

 障害児入所支援  

・福祉型 

・医療型 

障害児支援 


